
                      

山梨県土地改良事業等補助金交付要綱 

 

(趣旨) 

第１条 知事は、農業生産基盤の整備を図るため、次の各号に掲げる者(以下「補助事業

者」という。)が行う土地改良事業等に要する経費について、予算の範囲内において補

助金を交付するものとし、その交付に関しては、山梨県補助金等交付規則(昭和３８年

山梨県規則第２５号。以下「規則」という。)に規定するもののほか、この要綱の定め

るところによる。 

 一 市町村 

 二 土地改良区、土地改良区連合及び土地改良事業団体連合会 

 三 農業協同組合及び農業協同組合連合会 

 四 土地改良法(昭和２４年法律第１９５号)第３条に規定する資格を有する者である数  

人の共同体 

 五 農地中間管理機構 

 六 NPO 及び地域活動組織 

 七 その他知事が適当と認める者 

 

(定義) 

第２条 この要綱において「土地改良事業等」とは、別表第１の事業名に掲げる事業(以

下「補助事業」という。)をいう。 

 

(補助事業の工種、採択基準及び補助率) 

第３条 補助事業の工種、採択基準及び補助率は、別表第１の当該各欄に掲げるとおり

とする。 

 

(補助金の交付の申請) 

第４条 規則第４条の規定による補助金の交付の申請をしようとする補助事業者は、補

助金交付申請書(第１号様式)を別に定める期日までに知事に提出しなければならない。 

２  補助事業者は、前項の申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入控

除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法

（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分

の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を

乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、か

つ、その金額が明らかになった場合には、これを減額して申請しなければならない。た

だし、申請時において、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかでない補助事業

者については、この限りでない。 

 

(変更承認申請等) 

第５条 補助事業者は、規則第６条第１項第１号又は第３号の規定により、知事の承認

を受けようとする場合(軽微な変更を除く。)は、あらかじめ変更(中止又は廃止)承認申

請書(第２号様式)を知事に提出しなければならない。 

 



                      

(軽微な変更) 

第６条 規則第６条第１項第１号に規定する軽微な変更は、次に掲げる変更以外の変更

とする。ただし、災害復旧事業、県単土地改良事業、被災鳥獣害防除施設復旧支援対策

事業及び基盤整備促進事業のうち、農業基盤整備促進事業、農地耕作条件改善事業及び

農業水路等長寿命化・防災減災事業に係る軽微な変更については、別表第２に掲げると

おりとする。 

 一 工事費のうち、工事雑費以外の経費から工事雑費への経費の額の流用 

 二 工事費から事務費への経費の額の流用 

 三 工種別事業費又は事業量の三割を超える増減 

 四 工種の新設、変更又は廃止 

 五 関係面積の増減 

２ 前項の規定にかかわらず、土地改良施設 PCB 廃棄物処理促進対策事業にかかる変更

は、規則第６条第１項第１号に規定する軽微な変更に該当しない。 

３ 第１項に規定する災害復旧事業に係る軽微な変更については、知事に報告するもの

とする。 

 

(知事の指示を受ける場合) 

第７条 補助事業者は、規則第６条第１項第４号の規定により、補助事業が予定の期間

内に完了する見込みのない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合には、すみやか

に補助事業の遂行状況を記載した書類正副各１通を知事に提出し、その指示を受けるも

のとし、必要に応じて、変更(中止又は廃止)承認申請書(第２号様式)を知事に提出する

ものとする。 

 

(状況報告) 

第８条 規則第７条の規定により補助金の交付決定の通知を受けた補助事業者は、次の

各号に掲げる書類を当該各号の定めるところにより、知事に提出しなければならない。 

 一 工事着手届(第３号様式) 工事に着手したとき。 

 二 工事変更届(第４号様式) 契約を変更したとき。 

 三 工事完成届(第５号様式) 工事が完成したとき。 

 四 土地改良事業受益地転用報告書(第６号様式)１２月３１日現在における状況を  

当該年度の１月１０日までに報告 

 五 事業遂行状況報告書(第７号様式)１２月３１日現在における状況及び規則第６条第

１項第１号に規定する軽微な変更以外の変更予定を当該年度の１月１０日までに報告 

 

(実績報告書) 

第９条 補助事業者は、規則第１２条の規定により事業実績報告書(第８号様式)を知事に 

提出しなければならない。 

２ 第４条第２項ただし書の規定により交付の申請をした補助事業者は、前項の実績報告

書を提出するに当たって当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかである場合は、

これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

３ 第４条第２項ただし書の規定により交付の申請をした補助事業者は、第１項の実績報

告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費

税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額をした各補助事



                      

業者については、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除税額報告

書（第８号様式の２）により速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受け

てこれを返還しなければならない。 

また、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合に

あっても、その状況等について、補助金の額の確定のあった日の翌年６月３０日までに、

同様式により知事に報告しなければならない。 

 

(補助金の支払) 

第 10 条 補助金の支払は、規則第１３条の規定により交付すべき補助金の額を確定した 

後に行うものとする。ただし、知事が必要と認めた場合は概算払することができる。 

２ 補助金の概算払を受けようとする補助事業者は、補助金概算払請求書(第９号様式)を 

知事に提出しなければならない。 

３ 補助事業（県単土地改良事業を除く）が、年度内に完了する場合であって、実績報

告書の提出が３月２０日以降となる場合は、同日までに補助金概算払請求書を知事に提

出しなければならない。ただし、知事が特に認めるときは、この限りでない。 

 

(検査) 

第 11 条 知事は、規則第１３条の規定により補助金の額を確定しようとするとき又は必   

要があると認めるときは、報告書等の審査及び必要に応じて現地調査を行うものとする。 

 

(財産の処分制限) 

第 12 条 補助事業者は、補助事業により、取得し若しくは効用の増加した工作物その他 

の物件又は取得した土地（以下「取得財産等」という。）については知事が補助金交付

の目的及び農林畜水産業補助金等交付規則（昭和３１年４月３０日農林省令第１８号）

を勘案して交付決定通知に定める期間（以下「財産処分制限期間」という。）を経過す

るまでは、知事の承認を受けないで、取得財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

２ 補助事業者は、前項の承認を受けようとする場合は財産処分承認申請書（第１０号様 

式)を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 知事は第１項の承認をしようとする場合において、原則として交付した補助金のうち 

取得財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担 

保に供した時から財産処分制限期間が経過するまでの期間に相当する分を返還させるも 

のとする。 

４ 知事の承認を受けて取得財産等を処分することにより収入があった場合は、その収入  

の全部又は一部を県に納付させることがある。 

  

(証拠書類等の整備及び保管) 

第 13 条 補助金の交付を受けた補助事業者は、当該事業の収支に関する事項を明らかに  

した書類及び帳簿を整備し、当該事業の終了した年度の翌年度から起算して５年間保管 

しておかなければならない。ただし、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産 

で処分制限期間を経過しないものについては、財産管理台帳(第１１号様式)その他の関 

係書類を整備し、保管しておかなければならない。 

 



                      

（事業の着手（着工）） 

第 14 条 事業の着手（着工）は、原則として、知事からの補助金交付決定通知を受けて

行うものとするが、やむを得ない事情により、補助金交付決定前に着手（着工）する必

要がある場合には、その理由を具体的に明記した交付決定前着手（着工）届（第１２号

様式）をあらかじめ知事に提出するものとする。 

 

   附 則 

(施行期日) 

１ この要綱は、平成１８年９月１日から施行し、同年４月１日から適用する。 

(経過措置) 

２ この要綱の施行の際、現に山梨県土地改良事業等補助金交付規程（昭和５６年山梨県 

告示第２２８号）の規定に基づいて提出されている申請書その他の書類は、この要綱の 

規定に基づいて提出された申請書その他の書類とみなす。 

３ この要綱の規定は、平成１８年度分の予算に係る補助金から適用し、平成１７年度以 

前の年度分の予算に係る補助金については、なお山梨県土地改良事業等補助金交付規程 

による。 

 

 

   附 則 

(施行期日) 

１ この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この改正後の要綱の規定は、平成１９年度分の予算に係る補助金から適用し、平成

１８年度分の予算に係る補助金については、なお従前の例による。 

 

   附 則 

(施行期日) 

１ この要綱は、平成１９年８月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この改正後の要綱の規定は、平成１９年度分の予算に係る補助金から適用し、平成

１８年度分の予算に係る補助金については、なお従前の例による。 

 

   附 則 

(施行期日) 

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この改正後の要綱の規定は、平成２０年度分の予算に係る補助金から適用し、平成１ 

９年度分の予算に係る補助金については、なお従前の例による。 

 

 附 則 

(施行期日) 

１ この要綱は、平成２０年１０月９日から施行する。 

(経過措置) 



                      

２ この改正後の要綱の規定は、平成２０年度分の予算に係る補助金から適用し、平成１ 

９年度分の予算に係る補助金については、なお従前の例による。 

 

 附 則 

(施行期日) 

１ この要綱は、平成２１年９月２日から施行する。 

 

   附 則 

(施行期日) 

１ この要綱は、平成２４年８月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この改正後の要綱の規定は、平成２４年度分の予算に係る補助金から適用し、平成２ 

３年度分の予算に係る補助金については、なお従前の例による。 

 

   附 則 

(施行期日) 

１ この要綱は、平成２５年３月２１日から施行する。 

 

(経過措置) 

２ 農業体質強化基盤整備促進事業実施要綱、農業用水水源地域保全対策事業実施要綱に

基づき平成２４年度までに採択された地区のうち、平成２５年３月２１日において現に

施行している事業であって、当該事業に要する費用につき平成２４年度以前の予算に係

る県の補助金が交付されたものについては、なお従前の例による。 

 

附 則 

(施行期日) 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

(施行期日) 

１ この要綱は、平成２６年６月９日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年６月２９日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 



                      

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年５月１６日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年 3 月６日から施行し、改正後の規定は平成２６年２月 6 日

以降の交付に関するものについて適用する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年１２月１９日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和元年１２月１９日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年１２月１６日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年３月１６日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


